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  令和５年（ネ）第９１４号 建物明渡等・損害賠償反訴請求控訴事件 

  令和６年６月５日 大阪高等裁判所第１０民事部判決 

 

            主      文 

１ 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルの本件各控訴に基づき、原判決主文第１項(5)及

び(6)中、控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに関する部分を次のとおり変更する。 

(1) 控訴人ＴＣＭは、被控訴人に対し、控訴人ホテル開発及び同ホテルと連帯

して８億０１６０万７６６３円及びうち７億７６１８万３３７８円に対する

令和４年１２月２７日から支払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

(2) 控訴人ＴＣＭは、被控訴人に対し、控訴人ホテル開発及び同ホテルと連帯

して令和４年１２月１日から原判決別紙賃貸借占有部分目録記載２の部分の

明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円を支払え。 

(3) 控訴人ホテルは、被控訴人に対し、控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭと連帯

して８億０１６０万７６６３円及びうち７億７６１８万３３７８円に対する

令和４年１２月２７日から支払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

(4) 控訴人ホテルは、被控訴人に対し、控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭと連帯

して令和４年１２月１日から原判決別紙賃貸借占有部分目録記載２の部分の

明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円を支払え。 

(5) 被控訴人の控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対するその余の請求をいずれも

棄却する。 

２ 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルのその余の本件各控訴をいずれも棄却する。 

３ 控訴人ホテル開発及び同Ａの本件各控訴をいずれも棄却する。 

４ 訴訟費用は、被控訴人と控訴人ＴＣＭとの関係では、第１、２審（第１事件

本訴）を通じてこれを１１分し、その３を被控訴人の負担とし、その余を同控訴

人の負担とし、被控訴人と控訴人ホテルとの関係では、第１、２審（第１事件本

訴及び第２事件）とも同控訴人の負担とし、被控訴人と控訴人ホテル開発及び
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同Ａとの関係では、控訴費用を上記控訴人らの負担とする。 

５ この判決は、第１項(1)から(4)までに限り、仮に執行することができる。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 控訴人ホテル開発、同ホテル及び同Ａ（以下「控訴人ホテル開発ら」という。）

の控訴 

(1) 原判決中、控訴人ホテル開発らに関する各敗訴部分を取り消す。 

(2) 上記取消部分に係る被控訴人の控訴人ホテル開発らに対する請求をいず

れも棄却する。 

(3) 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、７０００万円及びこれに対する令

和３年２月１９日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 控訴人ＴＣＭの控訴 

(1) 原判決中、控訴人ＴＣＭに関する部分を取り消す。 

(2) 被控訴人の控訴人ＴＣＭに対する請求をいずれも棄却する。 

第２ 事案の概要（以下、略称は、原判決の表記に従う。） 

１ 本件建物全体の所有者である被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、本件建

物のうち７階から９階までと１０階から１７階までの各専有部分である本物件

１及び本物件２（本件賃貸借部分）についてホテル経営を目的として賃貸した。

控訴人Ａは、控訴人ホテル開発の債務を連帯保証した（本件保証契約）。控訴人

ホテル開発は、被控訴人の承諾を得て、本件賃貸借部分のうち本物件２を控訴

人ＴＣＭに転貸し、控訴人ＴＣＭは、本物件２を控訴人ホテルに再転貸した。 

 また、被控訴人は、本件建物のうち、ホテルの運営や開業準備に必要となる

共用部分（行政財産）である本物件３及び本物件４（本件各使用許可部分）に

ついて、本物件３については控訴人ホテル開発に対し、本物件４については控

訴人ホテルに対し、それぞれ地方自治法２３８条の４第７項に基づく行政財産

目的外使用許可をした（本件各使用許可）。 
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(1) 第１事件 

ア 本訴請求 

 被控訴人は、本件賃貸借部分（本物件１及び本物件２）に関し、控訴人

らに対し、以下のとおり請求する。 

① 本件賃貸借部分の明渡請求 

 被控訴人は、令和２年７月３１日（以下「本件解除日」という。）、

控訴人ホテル開発との間の賃貸借契約（本件賃貸借契約）を賃料不払に

より解除した（以下「本件解除」といい、原判決引用部分の「本件賃貸

借契約の解除」をいずれも「本件解除」と改める。）と主張して、本件

賃貸借部分のうち、本物件１については、直接占有者である控訴人ホテ

ル開発に対し、本物件２については、直接占有者である控訴人ホテル並

びに間接占有者である控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭ（以下、これらを

総称して「控訴人会社ら」という。）に対し、それぞれ所有権に基づく

返還請求権としての明渡しを求める。 

② 滞納賃料等・約定違約金の請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対しては、本件賃貸借契約及び本物

件３の使用許可処分に基づき、控訴人Ａに対しては、本件保証契約に基

づき、Ⓐ本件解除日（令和２年７月３１日）までの滞納賃料と滞納管理

費等（本物件３に係る滞納管理費等の一部を含む。合計３億２６２２万

３４８４円。以下、前記滞納賃料と併せて「本件解除日までの滞納賃料

等」という。）及びこれらについての各納期限の翌日から原審口頭弁論

終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損害金に加え、令和元

年１０月分の賃料の支払が遅れたことに対する遅延損害金の合計３億６

４９６万５９２９円並びにうち本件解除日までの滞納賃料等に対する前

記終結日の翌日（令和４年１２月２７日）から支払済みまで民法所定の

年３％の割合による遅延損害金の連帯支払を求め、Ⓑ本件賃貸借契約が
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賃料不払を理由に解除された場合の約定の違約金として賃料３か月分相

当額である１億０５４５万７２６０円及びこれに対する本件解除日の翌

日（令和２年８月１日）から支払済みまで民法所定の年３％の割合によ

る遅延損害金の連帯支払を求める。 

③ 賃料相当損害金等の請求 

 被控訴人は、控訴人会社らが共同して本件賃貸借部分を不法に占有す

ることにより被控訴人の所有権を侵害していると主張して、控訴人ホテ

ル開発が、本件賃貸借契約の終了時までに、本件賃貸借部分を明け渡さ

ないときは、賃料の２倍相当額及び明渡しを遅延したことにより被控訴

人が被った損害を賠償する旨約していることを根拠に、控訴人ホテル開

発に対しては本件賃貸借契約又は不法行為に基づき（選択的併合）、控

訴人Ａに対しては本件保証契約に基づき、控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに

対しては、控訴人ホテル開発との共同不法行為（民法７１９条１項）に

基づき、Ⓐ本件解除日の翌日（令和２年８月１日）から令和４年１１月

３０日までの賃料相当損害金等（賃料の２倍相当額及び管理費等相当額）

及びこれについての各納期限の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年

１２月２６日）までの確定遅延損害金の合計２０億９５９１万６４０６

円並びにうち２０億２８８０万９８６５円に対する令和４年１２月２７

日から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の連帯支

払を求め、Ⓑ令和４年１２月１日から本件賃貸借部分の明渡済みまで、

賃料相当損害金（賃料の２倍相当額）として１か月当たり７０３０万４

８４０円の連帯支払を求める。 

イ 反訴請求 

 控訴人ホテル開発は、被控訴人が、本件賃貸借契約に基づき、走行時に

著しい騒音を発生させている本件建物内のエレベーターの騒音を下げる

ために必要な改修工事を実施する義務を怠り、また、本件賃貸借部分には
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ホテルとしての遮音性能を満たさない瑕疵があるのに、被控訴人は、信義

則上その騒音について控訴人ホテル開発に告知する義務を怠ったなどと

主張して、被控訴人に対し、主位的に債務不履行責任に基づき、予備的に

瑕疵担保責任（平成２９年法律第４４号による改正前の民法（改正前民法）

５５９条、５７０条、５６６条１項）又は不法行為（民法７０９条）に基

づき、損害賠償請求として、防音工事費用と工事期間中の休業損害の合計

３６億４２２７万０２８０円と、被控訴人に対する未払の賃料等合計４億

８８９３万８２３０円とを対当額で相殺した後の残額３１億５３３３万

２０５０円の一部である７０００万円及びこれに対する反訴状送達日の

翌日（令和３年２月１９日）から支払済みまで改正前民法所定の年５％の

割合による遅延損害金の支払を求める。 

(2) 第２事件 

 被控訴人は、本件各使用許可部分（本物件３及び本物件４）に関し、控訴

人ホテル開発及び同ホテルに対し、以下のとおり請求する。 

① 本件各使用許可部分の明渡請求 

 被控訴人は、令和２年９月１４日、控訴人ホテル開発及び同ホテルが、

使用料等を滞納したことなどから本件各使用許可を取り消したと主張し

て、本件建物の所有権に基づき、控訴人ホテル開発に対しては本物件３の

明渡しを、控訴人ホテルに対しては本物件４の明渡しをそれぞれ求める。 

② 滞納使用料の請求 

 被控訴人は、本件各使用許可に基づき、Ⓐ控訴人ホテル開発に対し、令

和２年５月分から同年９月分までの滞納使用料合計２８３万４７５０円

及び上記各月分につき５６万５０００円に対する各納期限の翌日から支

払済みまで原判決別表の番号①から同⑤までの各期間ごとの利率による

遅延損害金の支払を求め、Ⓑ控訴人ホテルに対し、令和２年５月分から同

年９月分までの滞納使用料合計３６６万２５３０円及び上記各月分につ
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き７３万円に対する各納期限の翌日から支払済みまで原判決別表の番号

①から同⑤までの各期間ごとの利率による遅延損害金の支払を求める。 

③ 本物件３の使用料及び管理費等相当損害金の請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、本物件３について、不法行為に

基づき、Ⓐ本件各使用許可の取消後、原審口頭弁論終結日（令和４年１２

月２６日）までに納期限が到来する令和２年１０月分から令和４年１１月

分までの使用料相当損害金及び令和２年１１月分から令和４年１０月分

までの管理費等相当損害金並びにこれらについての各納期限の翌日から

原審口頭弁論終結日までの確定遅延損害金の合計１５６７万４１３５円

並びにうち１５２０万７６０３円に対する前記終結日の翌日（令和４年１

２月２７日）から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金

の支払を求め、令和４年１２月１日から本物件３の明渡済みまでの使用料

相当損害金として、Ⓑ令和５年３月３１日までは１か月当たり５９万３５

８８円の支払を、Ⓒ同年４月１日以降は大阪府公有財産規則（本件公有財

産規則）１７条及び２６条によって定まる損害金の支払を求める。 

④ 本物件４の使用料相当損害金の請求 

 被控訴人は、控訴人ホテルに対し、本物件４について、不法行為に基づ

き、Ⓐ本件各使用許可の取消後、原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２

６日）までに納期限が到来する令和２年１０月分から令和４年１１月分ま

での使用料相当損害金及びこれについての各納期限の翌日から原審口頭

弁論終結日までの確定遅延損害金の合計１９８８万７８３８円並びにう

ち１９２９万４８７０円に対する前記終結日の翌日（令和４年１２月２７

日）から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の支払を

求め、令和４年１２月１日から本物件４の明渡済みまでの使用料相当損害

金として、Ⓑ令和５年３月３１日までは１か月当たり７６万６９１９円の

支払を、Ⓒ同年４月１日以降は本件公有財産規則１７条及び２６条によっ
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て定まる損害金の支払を求める。 

⑤ 本物件３の使用料に係る遅延損害金の請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発が、本物件３の令和２年２月分及び同年

３月分の使用料を各納期限に遅れて支払ったとして、控訴人ホテル開発に

対し、本物件３の使用許可処分に基づき、上記使用料に対する各納期限の

翌日から各支払日までの遅延損害金合計１万３３００円の支払を求める。 

２ 原審は、第２事件に係る被控訴人の訴えのうち、本件各使用許可部分につい

ての令和５年４月１日以降の使用料相当損害金の支払を求める部分（前記１(2)

③及び④の各Ⓒ）を却下し、第１事件に係る被控訴人の控訴人Ａに対する本件

解除日までの滞納管理費等の請求（前記１(1)ア②のⒶ）のうち、本物件３に係

る滞納管理費等及びその遅延損害金の支払を求める部分を棄却し、第１事件の

その余の本訴請求及び第２事件のその余の請求をいずれも認容し、控訴人ホテ

ル開発の第１事件の反訴請求をいずれも棄却する旨の判決をした。 

 そこで、控訴人ホテル開発らは、原判決中、各敗訴部分を不服として、また、

控訴人ＴＣＭは、原判決を不服としてそれぞれ控訴した。 

 当審における審判の対象は、第１事件本訴請求（ただし、被控訴人の控訴人

Ａに対する滞納管理費等の請求（前記１(1)ア②のⒶ）のうち本物件３に係る滞

納管理費等及びその遅延損害金の支払を求める部分を除く。）、同反訴請求及

び第２事件請求（ただし、前記１(2)③及び④の各Ⓒを除く。）の当否である。 

３ 前提事実、本件の争点及びこれに関する当事者の主張は、次のとおり補正し、

後記４のとおり当審における当事者の補充主張を加えるほかは、原判決の「事

実及び理由」中の「第２ 事案の概要等」の３から５までに記載のとおりである

から、これを引用する。 

(1) 原判決１２頁１２行目以降の「西辻工務店」をいずれも「西辻󠄀工務店」と

改める。 

(2) 原判決１２頁１８行目の「Ｃ」の次に「（以下「Ｃ」という。）」を加え
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る。 

(3) 原判決１３頁初行の「被告」を「被控訴人」と改め、２０行目の「株式会

社」の次に「大阪」を加え、１４頁２１行目の「募集」の次の「）」を削り、

２３行目の「という。」を「といい、本件募集要項と併せて「本件募集要項

等」という。」と改めた上で、原判決引用部分の「本件募集要項及び本件仕

様書」をいずれも「本件募集要項等」と改める。 

(4) 原判決１５頁末行から１６頁初行にかけての「大阪府」を「被控訴人」と、

１０行目の「上記イ」を「上記ウ」と、１７頁１５行目の「５月分」を「６

月分」と、２４行目の「照明等」を「照明灯」とそれぞれ改め、１８頁２０

行目の「原状回復（」の次に「本件契約書」を加え、２４行目の「使用方法

を」を「使用方法に」と、２５行目の「消耗」を「損耗」とそれぞれ改める。 

(5) 原判決２０頁１０行目の「完了」を「終了」と、１１行目の「毎月末日ま

でに翌月分」を「毎月１日から５営業日後の日までに当月分」と、１４行目

から１５行目にかけての「引渡しした」を「引き渡した」とそれぞれ改め、

２１行目末尾の次に「。」を加える。 

(6) 原判決２１頁１１行目から１２行目にかけての「引渡しした」を「引き渡

した」と、２２行目の「第１２条」を「第１５条」とそれぞれ改め、２４行

目の「順調でない」の次の「と」を削り、２５行目から末行にかけての「無

催告解除できる」の次に「（第１５条１項７号及び９号）」を加える。 

(7) 原判決２１頁末行末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「控訴人ＴＣＭの責めに帰すべき事由によらずして、控訴人ＴＣＭが本件賃

貸借部分を賃借し控訴人ホテルに賃貸する権原を控訴人ホテル開発又は被控

訴人に対抗できなくなった場合には、控訴人ＴＣＭは、控訴人ホテルに対す

る本件再転貸借契約に基づく責任を負うことなく、本件再転貸借契約は終了

するものとする（第１５条５項）。」 

(8) 原判決２３頁７行目の「本物件２」を「１０階から１７階までの本物件２」
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と、同行の「本件ホテルは」を「控訴人ホテルは」と、９行目の「同年」を

「令和元年」とそれぞれ改め、１０行目の「各フロアを」の次に「本件ホテ

ルとして」を、１１行目の「１３、」の次に「１４、１５、」をそれぞれ加

え、１８行目の「ホテル」を「本件ホテル」と改める。 

(9) 原判決２４頁１６行目の「本物件３」の次に「（ただし、本物件３のうち、

１７階の共用部（屋外機置場）０．３２㎡（甲３８）を除く。）」を加える。 

(10) 原判決２５頁７行目の「４月から」の次に「令和元年」を加え、２１行目

の「２８日」を「２７日」と、２５行目の「管理料等」を「管理費等」とそれ

ぞれ改め、末行の「原告に対し、」の次に「本件各使用許可部分について、」

を、２６頁初行から２行目にかけての「支払わなかった」の次に「（ただし、

本物件３のうち、１７階の共用部（屋外機置場）０．３２㎡（甲３８）に係

る使用料１６５０円は、支払済みである。甲５３）」をそれぞれ加える。 

(11) 原判決２６頁２１行目の「賃料等」を「賃料及び管理費等」と、末行から

２７頁初行にかけての「賃料等」を「賃料」とそれぞれ改め、２行目の「令

和２年４月分」の次に「（納期限同年６月３０日）」を、９行目の「１３条」

の次に「１項」を、１６行目の「７」の次に「日」を、２０行目の「取り消し

（」の次に「ただし、本物件３のうち、１７階の共用部（屋外機置場）０．

３２㎡に関する使用許可は、本件解除を理由に取り消した（甲６８）。」を

それぞれ加える。 

(12) 原判決２８頁２３行目の「原告ホテル開発」を「控訴人ホテル開発及び同

ホテル」と改め、２４行目の「不許可処分」の次に「（以下「本件各取消処

分等」という。）」を加え、２９頁７行目の「取消処分」を「不許可処分」と

改める。 

(13) 原判決３６頁２行目の「本件賃料支払等債務」を「本件賃料等支払債務」

と、２３行目の「上記(a)、(b)」を「上記ａ、ｂ」とそれぞれ改める。 

(14) 原判決３７頁末行の「本件再転貸借契約」の次に「（以下「本件転貸借契
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約等」という。）」を加え、原判決引用部分の「本件転貸借契約及び本件再

転貸借契約」をいずれも「本件転貸借契約等」と改める。 

(15) 原判決３８頁１４行目から１５行目にかけての「本件転貸借契約及び本件

転貸借契約」を「本件転貸借契約等」と改め、２０行目の「本件再転貸借契

約」の次に「（以下、これらを総称して「本件各契約」という。）」を、３９

頁５行目の「被告ホテル」の次に「の主張」をそれぞれ加え、１０行目の「通

り」を「とおり」と、２１行目から２２行目にかけての「被告ホテル開発」

を「控訴人ホテル」とそれぞれ改める。 

４ 当審における当事者の補充主張 

(1) 争点１（本件損害賠償債務の有無）について 

（控訴人ホテル開発らの主張） 

ア 改修工事実施義務違反 

 被控訴人は、空室のまま持て余していた本件賃貸借部分への入居促進を

至上命題とし、ホテル誘致のために控訴人ホテル開発らを強力に勧誘し、

そのためにホテルへの用途変更が認められるよう地区計画の条例改正を

大阪市に要望するなど、異例の条件整備までしていたのであるから、本件

賃貸借契約には、ホテルとして使用するのに支障がない建物を賃貸すると

いう黙示の合意を含むものであって、支障がある場合には、被控訴人は、

その支障をなくすよう改修工事を実施すべき義務を負っていた。 

 本件賃貸借部分には、本件エレベーターの走行音によりホテルの客室に

求められる水準である３５ｄＢを大幅に上回る騒音が発生し続けており、

これは、第三者であり、かつ実績のある専門機関である株式会社オーティ

ーオー技術研究所の測定結果（乙４９）から明らかであるにもかかわらず、

被控訴人は、騒音対策のための改修をしないのであるから、被控訴人には、

改修工事実施義務違反がある。 

イ 隠れた瑕疵 
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(ｱ) 平成３０年１月２６日に本件賃貸借部分について被控訴人とリコジャ

パンらとの間で定期建物賃貸借契約が締結されるまで、控訴人ホテル開

発らは、本件エレベーターの走行音による騒音が発生する時間帯に本件

賃貸借部分に立ち入る機会がなく、上記契約締結前に上記騒音があるこ

とについて被控訴人から知らされていなかったため、上記契約締結後に

定期的に開催されていた連絡調整会議でも議題に上っていなかった。 

 しかし、その後、平成３０年６月以前に上記騒音問題が判明し、同年

７月２０日、エレベーター管理会社である日立ビルシステムの調査結果

が被控訴人に報告された。同年１０月３０日、控訴人ホテル開発らは、

連絡調整会議において、本件エレベーターのガイドローラーを交換する

など、開業に間に合うように早急な対応を求めたのである。 

(ｲ) 控訴人ホテル開発らと被控訴人との上記契約締結に向けた打合せは、

控訴人ホテル開発らの事務所や大阪府咲洲庁舎等で行われたが、大阪府

咲洲庁舎での打合せは、いずれも本件建物４３階の総務部庁舎管理課で

行われており、本件賃貸借部分には立ち入っていない。 

 本件エレベーターも、１階から乗ってそのまま４３階に向かうので、

本件賃貸借部分における騒音を感知できる状況にはないし、本件賃貸借

部分に入ったこともあったが、昼間の時間帯であったため、上記騒音に

気づけなかった。現地説明会の時間帯も昼間に指定されていた。 

 本件エレベーターの音が時間帯によって異なってくるとは誰も考えな

いであろうから、控訴人ホテル開発らは、本件エレベーターの走行音に

よる騒音に気づく機会がなかった。もっとも、被控訴人は、上記騒音を

知らなかったはずはないが、控訴人ホテル開発らは、被控訴人から本件

エレベーターの走行音による騒音を指摘されたことは一切なかった。 

(ｳ) 以上のとおり、本件においては、民間企業間の平均的な賃貸借契約の

締結状況とは異なり、上記の特殊状況の下では、控訴人ホテル開発らは、
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本件賃貸借部分について、普通の注意を用いても、遮音性能を満たさない

瑕疵を容易に発見できなかった。したがって、上記騒音は、隠れた瑕疵に

該当するから、被控訴人は瑕疵担保責任を負う。 

（被控訴人の主張） 

 いずれも否認又は争う。 

ア 本件賃貸借部分は、事務所としての基本的な仕様で賃貸され、事務所の

状態の現状有姿で引き渡された上、入居希望者（賃借人）は、自らが望む

用途での営業をするための改修工事等の費用を自ら負担することとされ

ていたのであるから、これと異なる合意は、明示、黙示であるとを問わず、

存在しない。 

イ 本件ホテル開業前である平成２９年３月１６日及び同年７月２７日には、

控訴人ホテル開発らが設計を依頼する有限会社キューブ建築研究所（以下

「キューブ建築研究所」という。）が本件賃貸借部分の現場確認を行って

いるし（乙３７）、控訴人ホテル開発の代表取締役である控訴人Ａは、契

約締結日までに１５回、控訴人ホテルの代表取締役であるＣは、契約締結

日までに１４回、本件建物を訪問したというのであるから（乙３４）、本

件エレベーターによる走行音を直接確認しようと思えば、いくらでも確認

する機会はあったというべきである。 

 また、控訴人ホテル開発らが本件エレベーターの走行音について昼間の

時間帯のため気付かなかったというのは、問題となる騒音が発生していな

いことを認めるものにほかならないし（夜間にしか分からない程度の音は、

騒音とはいわない。）、現地説明会の開催時間帯についても、控訴人ホテ

ル開発らの希望を聞いて確認した結果、午後４時から午後６時までという、

エレベーターの稼働が頻繁な時間帯に設定された。 

(2) 争点３（本物件２に係る控訴人ＴＣＭの間接占有の有無）について 

（控訴人ＴＣＭの主張） 
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ア 本件再転貸借契約の終了 

 本件解除の有効性が当審でも争われ、原判決は確定していないが、控訴

人ＴＣＭは、遅くとも令和５年３月１５日の時点で、原審の期日経過、原

判決の内容、証拠関係及びそれを前提とした弁護士の見解に基づいて総合

的に検討した結果、本件解除が有効であり、本件賃貸借部分を控訴人ホテ

ルに賃貸する権原を被控訴人に対抗できなくなったことから、本件再転貸

借契約は、同契約第１５条５項により終了したと判断した。 

イ 本物件２に係る控訴人ＴＣＭの間接占有の消滅 

 本物件２については、控訴人ホテル開発を本人とし、控訴人ＴＣＭを代

理人とする間接占有（以下「第１占有」という。）、控訴人ＴＣＭを本人

とし、控訴人ホテルを代理人とする間接占有（以下「第２占有」という。）

及び控訴人ホテルの直接占有が成立している。 

 控訴人ＴＣＭは、同ホテルに対し、令和５年４月３日までに本物件２の

明渡しを求めて控訴人ホテルに本物件２を占有させる意思を放棄してお

り、これにより第２占有は消滅した（民法２０４条１項１号）。控訴人ホ

テルは、同ＴＣＭが本物件２を明け渡すよう指示したにもかかわらず、こ

れに従わず自らホテル経営を継続し、自己のために本物件２を占有（所持）

する意思を表示したのであるから、控訴人ホテルによる本物件２の占有の

性質は、控訴人ＴＣＭを本人とする代理占有から、同ホテルによる自己の

ための占有に変わったから、第２占有は消滅した（同項２号）。したがっ

て、控訴人ＴＣＭは、令和５年４月３日までに本物件２の所持を失った。 

(ｱ) 主位的主張（民法２０３条の適用） 

 本物件２は、専ら控訴人ホテル開発及び同ホテルが一体となって事実

的に支配しており、控訴人ＴＣＭが事実的に支配する関係にはなかった。

そのような状況の下、控訴人ＴＣＭは、令和５年４月３日までに控訴人

ホテル開発に対し、本件転貸借契約が履行不能によって終了したことを
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通知し、また、控訴人ホテルに対しても、本件再転貸借契約が第１５条

５項に基づいて終了したこと、以後、控訴人ホテルを代理人として本物

件２を占有させる意思を放棄することを通知した。そして、同日以降、

控訴人ＴＣＭは、控訴人ホテルからの賃料の収受も、控訴人ホテル開発

への賃料の支払も行っておらず、控訴人ホテル開発に対しては、同年３

月１５日以降の賃料の精算を申し入れた。これらの一連の行為によって、

控訴人ＴＣＭは、本物件２の観念的な支配にすら関与しなくなった。そ

うすると、遅くとも令和５年４月３日時点で、社会通念上、本物件２が

控訴人ＴＣＭの事実的支配に属するというべき客観的関係は皆無である

から、控訴人ＴＣＭは本物件２の所持を失った。したがって、控訴人Ｔ

ＣＭの第１占有は、民法２０３条後段により消滅した。 

 仮に、控訴人ＴＣＭが令和５年４月３日の時点で本物件２の所持を失

っていないとしても、控訴人ＴＣＭは、同月１７日までには、控訴人ホ

テル開発、同ホテル及び被控訴人に対し、それぞれ自らが本物件２の占

有の意思を放棄する旨を通知しているから、第１占有は、民法２０３条

前段により消滅した。上記の通知は、前記事情と相まって控訴人ＴＣＭ

が本物件２の所持を失ったものと評価することも可能であるから、第１

占有は、民法２０３条後段により消滅した。したがって、令和５年４月

１７日の時点で第１占有は消滅した。 

(ｲ) 予備的主張（民法２０４条１項３号の適用） 

 仮に、第１占有の消滅の有無が民法２０３条ではなく、同法２０４条

１項の適用により定まるとの見解に立ったとしても、控訴人ＴＣＭは、

遅くとも令和５年４月３日又は同月１７日までに、前記(ｱ)のとおり、本

物件２の所持を失ったのであるから、控訴人ＴＣＭの第１占有は、民法

２０４条１項３号により消滅した。 

ウ 本物件２の指図による占有移転（民法１８４条） 
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 仮に、本物件２の間接占有が消滅していないとしても、控訴人ＴＣＭは、

令和５年４月１７日、控訴人ホテルに対し、民法１８４条に基づき、以後、

本物件２を被控訴人のために占有するよう指図するとともに、同日、被控

訴人に対し、上記占有移転を通知し、これを書面で承諾するよう求めた。

これに対し、被控訴人は、当該指図による占有移転の承諾を拒絶したが、

本件における被控訴人の控訴人ＴＣＭに対する本物件２の明渡請求は、指

図による占有移転を求める請求と解するほかなく、上記請求をもって被控

訴人は指図による占有移転を承諾していたとみるべきであるから、控訴人

ＴＣＭによる上記通知により控訴人ＴＣＭから被控訴人に対する指図に

よる占有移転は履行され、占有移転が成立した。したがって、被控訴人の

控訴人ＴＣＭに対する本物件２の明渡請求は理由がない。 

（被控訴人の主張） 

 いずれも否認又は争う。 

 控訴人ＴＣＭは、本物件２について控訴人ホテル開発から転借し、これを

控訴人ホテルに再転貸することによって間接占有し、控訴人ホテルが現在も

その直接占有を続けている以上、控訴人ＴＣＭがその間接占有を消滅させる

ためには、直接占有者である控訴人ホテルから本物件２の返還を受けた上、

自らもまた控訴人ホテル開発にその返還をしなければならない。 

(3) 争点４（共同不法行為責任の有無及びその損害額）について 

（被控訴人の主張） 

ア 共同不法行為責任（民法７１９条１項） 

 控訴人ホテル開発は、本物件１及び同２全体を被控訴人から借り受け、

控訴人ＴＣＭに転貸し、同ＴＣＭは、控訴人ホテルに再転貸しているから、

本物件１及び同２は全体として本件各契約の目的物である。 

 本物件１は、本物件２と同様、控訴人ホテル開発の開業準備が完了した

部分から、順次控訴人ＴＣＭ、同ホテルに引渡しがされ、控訴人ホテルが
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運営に当たることが予定されていた。本物件１については、控訴人ＴＣＭ

及び同ホテルは、開業準備が整うまでの間、控訴人ホテル開発にこれを「占

有させていた」のであり、それが共同不法行為に基づく責任を負う根拠で

ある。上記法律関係の下では、控訴人ＴＣＭや同ホテルが自ら本物件１を

占有する必然性はない（その引渡しを受けた部分についてのみ不法占有に

基づく不法行為責任を負うものではない。）。 

 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルは、それぞれ本物件１及び同２の全体を借り

受け、いずれ本物件１も引渡しを受けて、その直接占有又は間接占有する

予定であったことから、本物件１についても、控訴人ホテル開発に「占有

させていた」とされたものである。したがって、この場合は、当然、全体

の不法占有について損害賠償責任を負うものというべきであって、本件は、

最高裁判所昭和２９年４月２日第二小法廷判決（民集８巻４号７９４頁、

以下「最高裁昭和２９年判決」という。）の射程外の事案である。 

イ 損害の範囲 

 控訴人ホテル開発は、本物件１及び同２の明渡しまで、被控訴人に対し、

債務不履行に基づき賃料の２倍相当の損害金を支払う義務を負っている

が、これを発生させ続けているのは、控訴人ホテル及び同ＴＣＭが、それ

ぞれ本物件２の明渡義務を履行しないためであって、控訴人ホテル及び同

ＴＣＭは、控訴人ホテル開発の上記債務不履行に加担していることから、

その加担行為を被控訴人に対する不法行為とみるほかない。そうすると、

控訴人ＴＣＭ及び同ホテルは、控訴人ホテル開発が契約上負う賃料の２倍

相当の損害金支払義務を共同不法行為によって発生させ続けている以上、

控訴人ＴＣＭ及び同ホテルも、控訴人ホテル開発が負う賃料の２倍相当の

損害金の支払義務を連帯して負うというべきである。 

（控訴人ＴＣＭの主張） 

 いずれも否認又は争う。 
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ア 共同不法行為責任について 

 本件ホテル事業を計画したのは、リコジャパンらであり、控訴人ＴＣＭ

には、本件ホテル事業を控訴人ホテル開発及び同ホテルと共同で行う意思

はなかったし、実態としても共同で本件ホテル事業を行っていない。 

 控訴人ＴＣＭは、控訴人ホテル開発が、本件ホテル事業を行うに際し、

銀行団から融資を受けるに当たって、銀行団のアレンジャーである三井住

友銀行から、控訴人ＴＣＭが、信用補完（融資返済のための最低限の賃料

月額２８００万円を保証すること）の目的で、本件ホテル事業にマスター

リース事業者として関与することを求められたため、その責任及び役割を

極めて狭い範囲に限定する旨の免責条項を設けることを条件に、マスター

リース事業者として参画したにすぎない。控訴人ＴＣＭは、控訴人ホテル

開発及び同ホテルに対し指図する権限はもとより、その意思決定に影響を

与え得る立場にもないし、控訴人ホテル開発が、本件解除後も、本件賃貸

借部分の占有を継続することや、被控訴人に対する賃料不払とすることの

意思決定に何ら関与していない。 

 控訴人ＴＣＭは、本物件１についてはその引渡しすら受けていないし、

控訴人ホテル開発にこれを占有させる立場にもないから、控訴人ホテル開

発との間に関連共同性があるとはいえないし、被控訴人の所有権を侵害し

た事実はなく、この点に故意又は過失があるともいえない。 

 また、控訴人ＴＣＭは、本物件２については、間接占有があるのみで、

これによって直ちに控訴人ホテル開発及び同ホテルとの間に関連共同性

があることにはならない。間接占有という観念的な占有によって被控訴人

の所有権を侵害したとは認められないし、この点に故意又は過失があると

もいえない。 

 そして、本物件１及び同２について、控訴人ＴＣＭに不法行為責任（民

法７０９条）が成立するともいえない。 
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 以上によれば、控訴人ＴＣＭは、被控訴人に対し、本物件１及び同２に

ついて、いずれも共同不法行為責任又は不法行為責任を負うことはない。 

イ 損害の範囲について 

 仮に、控訴人ＴＣＭが共同不法行為責任又は不法行為責任を負うとして

も、本件賃貸借契約の当事者でもない控訴人ＴＣＭが、約定の賃料の２倍

相当の損害金について賠償義務を負うことはないし、不法行為における

「損害」について、侵害行為がなかったとすればあるべき財産状態と侵害

行為がされた現在の財産状態との差を金銭で評価したものと解する見解

（差額説）によれば、被控訴人は、本件解除後に本件賃貸借部分の引渡し

を受けても、自らこれを利用して利益を受ける可能性はなく、また、新た

な賃借人にこれを賃貸しても、賃貸収入は０円か、本件賃貸借契約の賃料

相当額よりも相当低い金額となることは明らかであるから、被控訴人に生

じた損害は賃料相当額にも及ばないというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所は、当審における審判の対象である、第１事件に係る被控訴人の控

訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対する賃料相当損害金等の請求は、控訴人ＴＣＭに

対し、控訴人ホテル開発及び同ホテルと連帯して８億０１６０万７６６３円及

びうち７億７６１８万３３７８円に対する令和４年１２月２７日から支払済み

まで年３％の割合による遅延損害金並びに令和４年１２月１日から本物件２の

明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円の支払を求める限度で、控訴

人ホテルに対し、控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭと連帯して８億０１６０万７

６６３円及びうち７億７６１８万３３７８円に対する令和４年１２月２７日か

ら支払済みまで年３％の割合による遅延損害金並びに令和４年１２月１日から

本物件２の明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円の支払を求める限

度でそれぞれ理由があるがその余はいずれも理由がなく、第１事件のその余の

本訴請求及び第２事件の請求はいずれも理由があるが、控訴人ホテル開発の第



19 

 

１事件の反訴請求はいずれも理由がないと判断する。その理由は、当審におけ

る当事者の補充主張に対する判断を含めて、次のとおり補正するほかは、原判

決の「事実及び理由」中の「第３ 当裁判所の判断」の１から８までに記載のと

おりであるから、これを引用する（ただし、当審における審判の対象に関する部

分に限る。）。 

(1) 原判決４１頁４行目冒頭から１０行目末尾までを次のとおり改める。 

「ア 日本建築学会編「建築物の遮音性能基準と設計指針〔第二版〕」（以下

「本件指針」という。）においては、遮音性能・減音性能の判断基準とし

て室内騒音に関する建物・室用途別適用等級が定められており、これによ

れば、建築物「ホテル」・室用途「客室」の室内騒音に関する適用等級は、

騒音レベル３５ｄＢＡが「１級」（建築学会が推奨する好ましい性能水準）、

４０ｄＢＡが「２級」（一般的な性能水準）、４５ｄＢＡが「３級」（や

むを得ない場合に許容される性能水準）とされている。（乙２３）」 

(2) 原判決４４頁１０行目の「甲９８」を「甲９９」と、末行の「２６日」を

「１６日」とそれぞれ改め、４５頁３行目の「合計８３８」の次に「万」を

加える。 

(3) 原判決４６頁１７行目の「２８日」を「２７日」と、２２行目及び２４行

目の各「管理料等」をいずれも「管理費等」とそれぞれ改める。 

(4) 原判決４７頁６行目の「本物件３」の次に「（ただし、本物件３のうち、

１７階の共用部（屋外機置場）０．３２㎡（甲３８）を除く。）」を、２１行

目の「各納期限」の次に「の翌日」を、４８頁２２行目の「各納期限」の次

に「の翌日」をそれぞれ加える。 

(5) 原判決４９頁１１行目以降の「本件口頭弁論終結時」又は「本件口頭弁論

終結日」をいずれも「原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）」と、

１７行目の「【請求趣旨５】」を「【請求の趣旨５】」と、末行以降の「本件

口頭弁論終結後」をいずれも「原審口頭弁論終結日後」とそれぞれ改め、５
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０頁８行目冒頭の「ｃ 」の次に「原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２

６日）までに納期限が到来した、」を加える。 

(6) 原判決５１頁３行目の「【請求趣旨７】」を「【請求の趣旨７】」と改め

る。 

(7) 原判決５１頁２０行目の「令和２年２月」の次に「分」を、２５行目の「合

計１１７万３１４２円」の次に「（３７万２６５８円＋３９万４７９０円＋

１６万２８３６円＋２４万２８５８円）」を、５２頁初行の「合計７６万７

４４８円」の次に「（３７万２６５８円＋３９万４７９０円）」をそれぞれ

加え、１３行目の「改訂」を「改定」と改める。 

(8) 原判決５４頁１０行目から１７行目末尾までを次のとおり改める。 

「(ｳ) 控訴人ホテル開発らは、被控訴人は、本件賃貸借部分への入居促進を

至上命題とし、ホテル誘致のために控訴人ホテル開発らを強力に勧誘し、

そのためにホテルへの用途変更が認められるよう地区計画の条例改正を

大阪市に要望するなど、異例の条件整備までしていたのであるから、本件

賃貸借契約には、ホテルとして使用するのに支障がない建物を賃貸する

という黙示の合意を含むものであって、被控訴人は、その支障をなくすよ

う改修工事を実施すべき義務を負っていたと主張する。 

 しかし、控訴人ホテル開発らが主張する上記黙示の合意に関する定め

は本件契約書には存在しない。同控訴人らが主張するところの、ホテル

として使用するために必要な改修工事の実施を被控訴人に負担させる特

約は、契約の当事者にとっては極めて重要な事項であるから、当事者間

に本件契約書が作成された以上、かかる特約の趣旨はその契約書中に記

載されるのが通常の事態であって、これに記載されていなければ、特段

の事情のないかぎり、そのような特約は存在しなかったものと認めるの

が経験則である（最高裁昭和４７年３月２日第一小法廷判決・裁判集民

事１０５号２２５頁参照）。しかも、先に述べたとおり、本件契約書に



21 

 

綴られた本件募集要項等の内容が本件賃貸借契約の前提になっていると

ころ、これによれば、本件賃貸借部分は、事務所としての基本的な仕様

で賃貸され、事務所の状態の現状有姿で引き渡された上、入居希望者は、

自らが望む用途での営業をするための改修工事等の費用を自ら負担する

ものとされているなど、上記黙示の合意とは逆の内容が記載されている

から、上記特段の事情が存在しないことは明らかである。 

 この点、控訴人ホテル開発らは、上記特段の事情として、本件覚書（乙

１）の作成経緯等が、他の事情と相まって上記黙示の合意の存在を裏付

けると主張する。しかし、本件覚書は、本件契約書に規定された事項を

補完するとともに、本件ホテルの運営が健全、かつ、円滑に行えるよう、

被控訴人、控訴人会社ら及び三井住友銀行が連携協力するために必要な

事項について定めるものであって、本件覚書の目的を達成するため、上

記５者による連絡調整会議を設けることが定められているが、このほか

に上記黙示の合意の存在を裏付ける定めは存在しない。また、仮に上記

黙示の合意が存在するのであれば、令和元年７月３０日の連絡調整会議

において、三井住友銀行が、被控訴人に対し、本件エレベーターの走行

音に関する防音工事費用の増額分について、その費用負担が可能である

か尋ねたところ、被控訴人が、本件募集要項で定められた「撤去費用以

外は予算に入れておらず契約以上のことはできない」と回答したこと（乙

２０）と整合しないといえるから、本件覚書の存在及びその作成経緯等

は、上記黙示の合意の存在を裏付けるものではない。 

 以上によれば、上記黙示の合意があったとは認めるに足りず、控訴人

ホテル開発らの主張は採用することができない。」 

(9) 原判決５４頁２４行目の「オ」を「カ」と改める。 

(10) 原判決５５頁２４行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「(ｳ) 仮に本件エレベーターの走行音がホテルとしての遮音性能を満たして
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いない瑕疵に当たるとしても、その瑕疵が「隠れた」といえるためには、

借主において、取引界で要求される普通の注意を用いても発見すること

ができないものであったことを基礎づける具体的事実を主張立証しなけ

ればならない。 

 前記ア(ｳ)で述べたとおり、本件賃貸借部分は事務所としての基本的

仕様で賃貸され、事務所の状態の現状有姿で引き渡されることが前提に

なっていたのであるから、控訴人会社らにおいて、本件各契約の締結を

検討する際に、そのままホテルとして使用することができるか、改装後

の客室内の騒音等についても当然検討してしかるべきである。前提事実

(4)ウに加え、証拠（乙３４から３７まで）及び弁論の全趣旨によれば、

平成２８年５月頃から、平成３０年１月２６日に被控訴人とリコジャパ

ンらとの間で本件賃貸借部分の定期建物賃貸借契約を締結し、その後、

同年２月７日に控訴人ホテル開発がリコジャパンらの賃借人の地位を承

継するまで、控訴人ホテル開発の代表取締役である控訴人Ａと控訴人ホ

テルの代表取締役であるＣは、上記契約締結の打合せのために１０回以

上、本件建物（大阪府咲洲庁舎）を訪問していたこと（乙３４から３６

まで）、また、本件ホテルの開業準備のための工事等を控訴人ホテル開発

らから依頼されたキューブ建築研究所は、平成２９年３月１６日と同年

７月２７日に本件賃貸借部分の現場確認を行っていること（乙３７）が

認められ、本件建物内において上記打合せや現場確認を行うためには目

的階に至るまで本件エレベーターを利用することなどを考慮すると、控

訴人ホテル開発らが、本件エレベーターの走行音を直接確認しようとす

ればこれを容易に確認する機会があったといえるし、上記現場確認が行

われた際に、その走行音がホテルとしての遮音性能を満たしていない瑕

疵に当たることを控訴人ホテル開発らにおいて普通の注意を用いても発

見することができなかったと認めるに足りない。 
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 したがって、上記瑕疵が「隠れた」ということもできない。」 

(11) 原判決５５頁末行の「Ｂが」を「Ｂから」と改める。 

(12) 原判決５７頁１７行目の「賃料等」を「賃料」と、２１行目の「本件賃貸

借契約書」から２３行目の「といえるから」までを「これは、本件賃貸借契

約の解除事由（本件契約書第２３条）として定められた滞納金額（賃料又は

管理費等の支払を怠り、その合計額が３か月分以上に達したとき、前記前提

事実(4)オ(ｷ)）を大幅に超過しているから」とそれぞれ改める。 

(13) 原判決５８頁１９行目から２０行目にかけての「されているにもかかわら

ず」を「されていたところ」と、５９頁７行目の「賃料等」を「賃料及び管

理費等」と、９行目の「被告らの種々」を「控訴人ホテル開発らが」とそれ

ぞれ改める。 

(14) 原判決５９頁１５行目、１９行目、２１行目、６０頁１７行目及び２０行

目の各「本件各取消処分」をいずれも「本件各取消処分等」と改める。 

(15) 原判決５９頁１５行目末尾に行を改めて次のとおり加える。 

「控訴人ホテル開発や同ホテルの本件各使用許可部分の占有権原を喪失させ

る本件各取消処分や、その後の占有権原の付与を求める使用許可申請を不許

可とした処分は、いずれも行政処分である以上、前記控訴人らがその取消し

を求めた別件行政訴訟で取り消されるまでは有効として取り扱われるところ、

一審判決では、本件各取消処分を含む、既に使用許可期間が経過した前記不

許可処分については却下され、その余の取消請求は棄却されたものの、未だ

同判決は確定していない以上、前記控訴人らに対し、本件各使用許可部分の

明渡しと同明渡しまでの賃料相当損害金の支払を求める被控訴人において、

本件各取消処分等の適法性を主張立証することを要するというべきである。」 

(16) 原判決６０頁初行から２行目にかけての「本件使用各許可」を「本件各使

用許可」と改める。 

(17) 原判決６１頁７行目冒頭から１６行目末尾までを次のとおり改める。 
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「(2) 控訴人ＴＣＭの主張について 

ア 控訴人ＴＣＭは、本件解除が認められ、本件賃貸借契約が終了した場

合には、本件転貸借契約等も終了するから、控訴人ＴＣＭは、本物件２の

間接占有を失っていると主張する。 

 しかし、本物件２については、控訴人会社らが本件転貸借契約等を同

時に締結することにより（前提事実(5)）、控訴人ホテル開発が控訴人Ｔ

ＣＭによってこれを占有させ（第１占有）、控訴人ＴＣＭが控訴人ホテル

によってこれを占有させ（第２占有）、控訴人ホテルがこれを直接占有す

る方法により、本件賃貸借契約の賃借人である控訴人ホテル開発が同物

件を占有しているところ、仮に控訴人ホテル開発、同ＴＣＭ及び同ホテ

ル間の占有代理関係（第１占有及び第２占有）を基礎づける原因関係（本

件転貸借契約等）がいずれも終了したとしても、上記占有代理関係が外

形的に残っている以上、民法２０４条２項の定めるとおり、当然には控

訴人ホテル開発及び同ＴＣＭの間接占有は消滅しない。 

イ 本件において、控訴人ＴＣＭが本物件２の自己の第２占有（間接占有）

を消滅させるには、少なくとも、第２占有の本人として、代理人である控

訴人ホテルに対し、簡易の引渡し（民法１８２条２項）を行うか、又は、

以後第三者のために本物件２を占有するように命じ、その第三者がそれ

を承諾する（指図による占有移転、同法１８４条）などして、これを占有

させる意思を放棄しなければならず（同法２０４条１項１号）、その結果、

控訴人ＴＣＭの本物件２の占有が喪失した（同項本文）といえるものでな

ければならない。 

 しかし、控訴人ＴＣＭは、令和５年４月３日、原判決において、本件

解除が認められたことから、占有代理人である控訴人ホテルに対し、遅

くとも同年３月１５日には本件再転貸借契約が終了したことを通知して

本物件２の明渡し、すなわち、自己の直接占有の回復を占有代理関係に



25 

 

基づいて求めているのであって、そもそも、代理人に占有させる意思を

放棄したとはいえない。また、占有代理人である控訴人ホテルが、本件

各契約が有効に存続していることを前提に、本人である控訴人ＴＣＭの

明渡請求に従わないからといって、控訴人ホテルが本件各契約が消滅し

たことを前提に、自己のために本物件２を所持する意思を表示した（民

法２０４条１項２号）ともいえない。 

 なお、控訴人ＴＣＭは、令和５年４月１７日、控訴人ホテルに対し、

民法１８４条に基づき、以後、本物件２を被控訴人のために占有するよ

う指示するとともに、同日、被控訴人に対し、上記占有移転を通知し、

これを書面で承諾するよう求めたところ、被控訴人は、その承諾を拒絶

したものの、被控訴人が、本件訴訟で控訴人ＴＣＭに対して本物件２の

明渡請求をする以上、それは、上記指図による占有移転の承諾とみるべ

きであると主張するが、被控訴人は、第１事件本訴で、本物件２の所有

権に基づいて、控訴人ホテルによる直接占有を否定してその所持を回復

することを求めているし、また、控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭによる

代理占有（第１占有及び第２占有）をいずれも否定してその占有を回復

することを求めているのであるから、被控訴人が控訴人ＴＣＭに対して

本物件２の明渡請求をしているからといって、控訴人ホテルを代理人と

して占有させることが前提の上記指図による占有移転を承諾していると

みることはできない。この点、控訴人ＴＣＭは、最高裁判所昭和３６年

２月２８日第三小法廷判決（民集１５巻２号３２４頁）を挙げて、所有

者の間接占有者に対する返還請求は、指図による占有移転の方法による

しかないので、上記請求はその承諾とみるべきであるとも主張するが、

上記判決は、借地上の建物に借家人がいる場合において、借地人が建物

買取請求権を行使したことにより、地主が建物の賃貸人としての地位を

承継したため、建物を占有している借家人に対してその引渡しを求める
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ことができない事案に関するものであって、本物件２を所有する被控訴

人が本件解除により直接占有者である控訴人ホテルに対してその明渡し

を求めることができる本件とは事案を異にするというべきであるから、

控訴人ＴＣＭの主張は採用することができない。 

ウ さらに、前記各占有の占有代理関係は、本件賃貸借契約の賃借人であ

る控訴人ホテル開発が被控訴人から本物件２の占有を取得した上、控訴

人ホテルに直接占有させることを前提に、控訴人ＴＣＭが信用補完の目

的でマスターリース事業者（転借人）として参画するものであり、相互に

不可欠な関係にある以上、控訴人ＴＣＭが本物件２に対する占有関係か

ら離脱して占有を喪失したといえるためには、第２占有の本人として同

占有を喪失させるだけでは足りず、控訴人ホテル開発の占有代理人とし

ての地位（第１占有の占有代理関係）をも消滅させる必要があると解され

るところ、民法２０４条１項１号、２号は、いずれも占有代理人の占有が

存続することを前提とするものであるし、前述したとおり、第２占有が消

滅したと認めるに足りない以上、同項３号に規定する占有代理人である

控訴人ＴＣＭが所持を失ったとも認められない。控訴人ＴＣＭは、控訴人

ホテル開発に対し、遅くとも令和５年３月１５日には本件転貸借契約が

履行不能により終了したことを通知したことが認められる（丙３６）が、

それは、控訴人ホテル開発と同ＴＣＭとの間の占有代理関係（第１占有）

を基礎づける原因関係（本件転貸借契約）が終了したことを通知するにと

どまり、前述したとおり、上記占有代理関係が外形的に残っている以上、

民法２０４条２項の定めるとおり、当然には第１占有は消滅しない。 

 したがって、控訴人ＴＣＭの主張は採用することができない。 

エ なお、控訴人ＴＣＭは、本物件２に係る第１占有につき、主位的には

民法２０３条を、予備的には同法２０４条１項３号を、それぞれ根拠とし

て、令和５年４月３日又は同月１７日の時点で消滅したと主張する。 
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 しかし、民法２０３条は、占有権の消滅事由について代理人によって

占有をする場合（間接占有）を除く一般的な場合を規定するものであり、

間接占有の消滅事由は、同法２０４条１項において規定されているから、

本物件２に係る第１占有（間接占有）が、同法２０３条の適用によって

消滅することはない。 

 また、本物件２は、前述したとおり、本件賃貸借契約の賃借人である

控訴人ホテル開発が被控訴人から本物件２の占有を取得した上、控訴人

ホテルに直接占有をさせるために、控訴人ホテル開発から同ＴＣＭに、

控訴人ＴＣＭから同ホテルに引き渡され、控訴人ホテルがこれを所持す

ること（すなわち、社会通念上本物件２が控訴人ホテルの事実的支配に

属するものというべき客観的関係にあること）によって、第１占有及び

第２占有がそれぞれ成立しているところ、控訴人ホテルは、令和５年４

月３日又は同月１７日の時点で、本物件２の所持を失ったとは認められ

ず、先に述べたとおり、第２占有も消滅したとは認められないから、本

物件２に係る第１占有が民法２０４条１項３号の適用によって消滅する

こともない。 

 したがって、控訴人ＴＣＭの主張は採用することができない。」 

(18) 原判決６２頁初行冒頭から６７頁５行目末尾までを次のとおり改める。 

「(1) 賃料相当損害金等の請求について 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発及び同Ａに対し、控訴人ホテル開発につ

いては本件賃貸借契約に基づき、控訴人Ａについては本件保証契約に基づ

き、令和２年８月１日から本件賃貸借部分の明渡済みまでの賃料相当損害

金等の連帯支払を求めるとともに、控訴人ホテル開発、同ＴＣＭ及び同ホ

テルに対し、共同不法行為に基づき、令和２年８月１日から本件賃貸借部

分の明渡済みまでの賃料相当損害金等の連帯支払を求めており、この場合、

被控訴人の控訴人ホテル開発に対する請求は、債務不履行に基づく損害賠
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償請求と不法行為に基づく損害賠償請求の選択的併合である。 

 そこで、まず、被控訴人の控訴人ホテル開発及び同Ａに対する請求につ

いて後記(2)で検討した上で、被控訴人の控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対

する共同不法行為に基づく請求については、争点４に対する判断と共に、

後記(3)で検討することにする。 

(2) 控訴人ホテル開発及び同Ａに対する請求について 

ア 控訴人ホテル開発に対する請求について 

 前記４(1)のとおり、被控訴人による本件解除は有効であり、本件賃貸

借契約によれば、控訴人ホテル開発は、本件賃貸借契約の終了時までに、

本件賃貸借部分を明け渡さないときは、本件賃貸借契約の終了日の翌日

から明渡済みまで本件賃貸借契約の終了時における賃料の２倍相当額及

び明渡しを遅延したことにより被控訴人が被った損害を賠償しなければ

ならないとされているから、控訴人ホテル開発は、被控訴人に対し、本

件賃貸借契約に基づく約定の損害賠償として、令和２年８月１日（本件

解除日の翌日）から本件賃貸借部分の明渡済みまで、賃料の２倍相当額

及び管理費等相当額の支払義務を負うというべきである。 

(ｱ) 賃料相当損害金（賃料の２倍相当額）について 

 前提事実(4)オ(ｳ)に加え、証拠（甲１２９の１から２８まで）及び

弁論の全趣旨によれば、賃料の２倍相当額の損害金は月額７０３０万

４８４０円（賃料月額３５１５万２４２０円×２）であり、令和２年

８月分から令和４年１１月分まで（２８か月分）の合計は１９億６８

５３万５５２０円となり、これに対する各納期限（原判決別紙２０の

「【請求の趣旨５】賃料相当損害金（２倍相当額）及び遅延損害金に

ついて」の「納期限」欄記載の各納期限）の翌日から原審口頭弁論終

結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損害金は、同「遅延損

害金（拡張請求額）」欄記載のとおり合計６５５０万４８３６円であ



29 

 

ると認められる。 

(ｲ) 管理費等相当損害金について 

 証拠（甲１３０の１から２８まで）及び弁論の全趣旨によれば、令

和２年８月分から令和４年１０月分までの管理費等相当額の損害金は、

原判決別紙２０の「【請求の趣旨５】管理費相当損害金及び遅延損害

金について」の「管理費損害金（拡張請求額）」欄記載のとおり合計

６０２７万４３４５円であり、これに対する各納期限（同「納期限」

欄記載の各納期限）の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月

２６日）までの確定遅延損害金額は、同「遅延損害金（拡張請求額）」

欄記載のとおり合計１６０万１７０５円であると認められる。 

イ 控訴人Ａに対する請求について 

 また、控訴人Ａは、控訴人ホテル開発の本件賃貸借契約上の債務につ

いて連帯保証しているから、本件保証契約に基づき、被控訴人に対し、

上記ア(ｱ)及び(ｲ)の損害金の連帯支払義務を負うというべきである。 

ウ 小括 

 以上によれば、控訴人ホテル開発及び同Ａは、被控訴人に対し、①令

和２年８月分から令和４年１１月分までの賃料相当損害金（合計１９億

６８５３万５５２０円）及びこれに対する令和４年１２月２６日までの

確定遅延損害金（合計６５５０万４８３６円）、②令和２年８月分から

令和４年１０月分までの管理費等相当損害金（合計６０２７万４３４５

円）及びこれに対する令和４年１２月２６日までの確定遅延損害金（合

計１６０万１７０５円）の合計２０億９５９１万６４０６円並びに上記

①及び②の元本合計２０億２８８０万９８６５円に対する令和４年１２

月２７日から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の

連帯支払義務を負うとともに、③令和４年１２月１日から本件賃貸借部

分の明渡済みまで賃料相当損害金として１か月当たり７０３０万４８４
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０円の連帯支払義務を負うものである。 

(3) 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対する請求について 

 被控訴人は、本物件２のみ占有する控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対し、

共同不法行為（民法７１９条１項）に基づき、本件賃貸借部分（本物件１

及び同２）全部を占有する控訴人ホテル開発と連帯して、本件賃貸借部分

の賃料相当損害金（賃料の２倍相当額）及び管理費等相当損害金の支払を

求めているので、以下検討する。 

ア 共同不法行為責任の有無について 

 共同不法行為が成立するためには、共同行為者各自の行為がそれぞれ

不法行為の要件を備えていることを要するところ、共同行為者の一人は、

自己の行為と因果関係に立つ損害について責任を負うものであるから、

他の共同不法行為者の行為が、上記損害を含む複数の損害に対して因果

関係を有するとしても、共同不法行為は、両者に共通する損害について

のみ成立すると解するのが相当である（最高裁昭和２９年判決参照）。 

 これを本件についてみると、確かに、控訴人ＴＣＭがマスターリース

事業者として参画した、使用収益の分配を目的とする本件ホテル事業に

おいては、改修工事が完了次第、本物件１についても、控訴人ホテル開

発から引渡しを受け、本件ホテルの営業に供される予定ではあったもの

の、本件賃貸借部分（本物件１及び同２）全部を占有する控訴人ホテル

開発の本物件１の開業準備中に本件解除がされた結果、控訴人ＴＣＭ及

び同ホテルは、本物件２のみしか引渡しを受けておらず、本物件１の使

用収益の分配には預かっていないのであるから、途上であった本件ホテ

ル事業に参画したというだけで、本物件１に関する損害賠償責任につい

ても本件ホテル開発と連帯して負担させるだけの関連共同性を認めるこ

とはできず、本物件２の占有部分について控訴人ホテル開発、同ＴＣＭ

及び同ホテルの共同不法行為が成立するにとどまり、控訴人ＴＣＭ及び
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同ホテルは、本物件１について控訴人ホテル開発と連帯して不法行為の

責任を負うことはないというべきである。 

 以上によれば、控訴人ＴＣＭ及び同ホテルは、本物件２の占有部分に

ついて控訴人ホテル開発と連帯して共同不法行為責任を負う。 

 なお、控訴人ＴＣＭは、①本物件２の占有は観念的なものであるから、

被控訴人の所有権を侵害していない、②本件解除が無効であると判断し

て間接占有を継続したことに過失がない、③控訴人ＴＣＭが本物件２の

間接占有を消滅させても、控訴人ホテルが本件解除の効力を争って占有

を継続している以上、被控訴人の損害は継続して発生するから、控訴人

ＴＣＭの占有と被控訴人の損害との間には因果関係がないなどと主張す

るが、①については、本物件２の占有について占有権が成立して（民法

１８０条）、被控訴人の所有権を制約していることは明らかであるし、

②については、他人の不動産を占有するものは、その占有を正当付ける

権原のあることを主張立証しない限り、故意・過失の推定を受けて不法

占有の責を免れない（最高裁昭和３２年６月２７日第一小法廷判決・裁

判集民事２６号１１４５頁参照）ところ、本件解除は、前述したとおり

有効であり、控訴人ＴＣＭは、占有権原を失っているし、③については、

前述したとおり、控訴人ＴＣＭが、本物件２について、控訴人ホテルを

代理人としてこれを占有させる占有代理関係が依然として継続している

以上、共同不法行為責任は免れないから、控訴人ＴＣＭの前記各主張は

いずれも理由がない。 

イ 被控訴人の損害の発生及び金額について 

 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルが、控訴人ホテル開発と連帯して共同不法

行為責任を負うのは、本物件２の占有部分に限られるから、不法占有と

相当因果関係にある損害の範囲は、本物件２に係る賃料相当損害金及び

管理費等相当損害金にとどまるというべきである。 
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 なお、控訴人ＴＣＭは、本件解除当時、本件建物の賃料相場が大きく

下落していたから、損害額は賃料相当額に及ばないと主張するが、控訴

人ホテル開発は、本件解除に至るまで約定の賃料による本件賃貸借契約

を継続していた以上、前記損害額は賃料相当額と認めることができる。 

(ｱ) 賃料相当損害金について 

 前提事実(4)オ(ｳ)によれば、本物件２（１０階から１７階まで）に

係る賃料相当損害金は、月額２３２４万４２２８円（税別）であり、

これに消費税相当額（１０％）を加えた上、１０円未満の端数を切り

捨てると、月額２５５６万８６５０円（月額２３２４万４２２８円×

１．１）となる。令和２年８月分から令和４年１１月分まで（２８か

月分）の賃料相当損害金は、本判決別表１のとおり、合計７億１５９

２万２２００円であり、これに対する各納期限（本判決別表１の「納

期限」欄記載の各納期限）の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年

１２月２６日）までの確定遅延損害金は、同「遅延損害金」欄記載の

とおり、合計２３８２万２９６４円であると認められる。 

(ｲ) 管理費等相当損害金について 

 本物件２に係る令和２年８月分から令和４年１０月分までの管理費

等相当損害金は、合計６０２６万１１７４円であるとされている（甲

１４５・２枚目）が、①本件賃貸借部分（本物件１及び同２）に係る

令和３年３月分から同年９月分までの管理費等相当損害金（甲１４２）

と②その間の納入通知書記載の請求金額（甲１３０の８から１４まで）

とを比較すると、本判決別表２（下段）の「未請求分」欄記載のとお

り未請求分合計３９３万８１１７円が存在し、これを令和３年１２月

２９日を納期限として別途請求していること（甲１３０の１６）が認

められるから、確定遅延損害金を計算するに当たっては、本物件２に

係る令和３年３月分から同年９月分までの上記未請求分を除いた請求



33 

 

金額を算定する必要があるところ、本物件１及び同２に係る管理費等

の内訳（甲１４５）をみると、上記未請求分は本物件２に係るものと

認められるから、上記②の請求金額から③その間の本物件１に係る管

理費等相当損害金（甲１４５・１枚目）を控除すると、本物件２に係

る令和３年３月分から同年９月分までの請求金額（上記未請求分を除

いたもの）は、本判決別表２（下段）の「本物件２部分請求金額」欄

記載のとおりとなる。そして、本判決別表２（下段）の「本物件２部

分請求金額」欄記載の金額と「未請求分」欄記載の合計額を、本判決

別表２（上段）の「管理費相当損害金」欄にそれぞれ当てはめると、

本物件２に係る令和２年８月分から令和４年１０月分までの管理費等

相当損害金は、合計６０２６万１１７８円となり、これに対する各納

期限（本判決別表２（上段）の「納期限」欄記載の各納期限）の翌日

から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損

害金は、同「遅延損害金」欄記載のとおり、合計１６０万１３２１円

であると認められる。 

ウ 小括 

 以上によれば、控訴人ＴＣＭ及び同ホテルは、被控訴人に対し、本物

件２に係る①令和２年８月分から令和４年１１月分までの賃料相当損害

金（合計７億１５９２万２２００円）及びこれに対する令和４年１２月

２６日までの確定遅延損害金（合計２３８２万２９６４円）、②令和２

年８月分から令和４年１０月分までの管理費等相当損害金（合計６０２

６万１１７８円）及びこれに対する令和４年１２月２６日までの確定遅

延損害金（合計１６０万１３２１円）の合計８億０１６０万７６６３円

並びに上記①及び②の元本合計７億７６１８万３３７８円に対する令和

４年１２月２７日から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延

損害金の連帯支払義務を負うとともに、③令和４年１２月１日から本物
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件２の明渡済みまで賃料相当損害金として１か月当たり２５５６万８６

５０円の連帯支払義務を負うものである。」 

(19) 原判決６７頁８行目冒頭から７６頁１４行目末尾までを次のとおり改め

る。 

「(1) 本件賃貸借部分の明渡請求 

ア 本物件１の明渡請求 

 被控訴人は、本物件１につき、直接占有者である控訴人ホテル開発に

対し、所有権に基づく返還請求権としての明渡しを求めているところ、 

前記４(1)のとおり、被控訴人による本件解除は有効であり、控訴人ホテ

ル開発の占有権原の抗弁は認められないから、被控訴人の上記明渡請求

は理由がある。 

イ 本物件２の明渡請求 

 被控訴人は、本物件２につき、直接占有者である控訴人ホテル並びに

間接占有者である控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭに対し、所有権に基づ

く返還請求権としての明渡しを求めているところ、前記４(1)のとおり、

被控訴人による本件解除は有効であり、控訴人ホテル開発、同ＴＣＭ及

び同ホテルの占有権原の抗弁は認められず、前記５のとおり、控訴人Ｔ

ＣＭは本物件２の間接占有を消滅させていないから、被控訴人の上記明

渡請求はいずれも理由がある。 

(2) 滞納賃料等・約定違約金の請求（ただし、被控訴人の控訴人Ａに対する

滞納管理費等の請求のうち、本物件３に係る滞納管理費等及びその遅延損

害金の支払を求める部分を除く。） 

ア 控訴人ホテル開発に対する請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対して、本件賃貸借契約及び本物件

３の使用許可処分に基づき、①令和元年１１月分から令和２年７月分ま

での滞納賃料（合計３億１６３７万１７８０円）及びこれについての各



35 

 

納期限の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの

確定遅延損害金（合計３７３３万８６０８円）、②令和元年１１月分か

ら令和２年７月分までの滞納管理費等（本物件３に係る滞納管理費等の

一部を含む。合計９８５万１７０４円）及びこれについての各納期限の

翌日から原審口頭弁論終結日までの確定遅延損害金（合計９８万７７８

７円）、③令和元年１０月分の賃料の支払が遅れたことに対する確定遅

延損害金（４１万６０５０円）の合計３億６４９６万５９２９円並びに

うち上記①及び②の元本合計３億２６２２万３４８４円に対する前記終

結日の翌日（令和４年１２月２７日）から支払済みまで民法所定の年３％

の割合による遅延損害金の支払を求めるとともに、④本件解除に係る約

定違約金（賃料３か月分相当額）１億０５４５万７２６０円及びこれに

対する本件解除日の翌日（令和２年８月１日）から支払済みまで民法所

定の年３％の割合による遅延損害金の支払を求めているところ、上記①

滞納賃料、②滞納管理費等及び③確定遅延損害金の額は、いずれも上記

のとおりであると認められるし、前記４(1)のとおり、被控訴人による本

件解除は有効であるから、被控訴人の控訴人ホテル開発に対する上記請

求はいずれも理由がある（ただし、控訴人ホテル開発は、被控訴人に対

し、後記イの限度で、控訴人Ａと連帯支払義務を負う。）。 

イ 控訴人Ａに対する請求 

 被控訴人は、控訴人Ａに対し、本件保証契約に基づき、控訴人ホテル

開発と連帯して、①令和元年１１月分から令和２年７月分までの滞納賃

料（合計３億１６３７万１７８０円）及びこれについての各納期限の翌

日から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損

害金（合計３７３３万８６０８円）、②令和元年１１月分から令和２年

７月分までの滞納管理費等（合計９７６万５３２０円）及びこれについ

ての各納期限の翌日から令和２年１０月３１日までの確定遅延損害金
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（合計１５万３９０３円）、③令和元年１０月分の賃料の支払が遅れた

ことに対する確定遅延損害金（４１万６０５０円）の合計３億６４０４

万５６６１円並びにうち上記①の元本３億１６３７万１７８０円に対す

る令和４年１２月２７日から、上記②の元本９７６万５３２０円に対す

る令和２年１１月１日から、各支払済みまで民法所定の年３％の割合に

よる遅延損害金の支払を求めるとともに、④本件解除に係る約定違約金

（賃料３か月分相当額）１億０５４５万７２６０円及びこれに対する本

件解除日の翌日（令和２年８月１日）から支払済みまで民法所定の年３％

の割合による遅延損害金の支払を求めているところ、上記①滞納賃料、

②滞納管理費等、③確定遅延損害金及び④約定違約金は、いずれも本件

賃貸借契約に基づいて生じたものであり、保証債務の範囲に含まれるか

ら、被控訴人の控訴人Ａに対する上記請求はいずれも理由がある。 

(3) 賃料相当損害金等の請求 

ア 控訴人ホテル開発及び同Ａに対する請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対しては、本件賃貸借契約又は不法

行為に基づき（選択的併合）、控訴人Ａに対しては、本件保証契約に基

づき、①令和２年８月分から令和４年１１月分までの賃料相当損害金（賃

料月額３５１５万２４２０円の２倍相当額）合計１９億６８５３万５５

２０円（月額７０３０万４８４０円×２８か月）及びこれについての各

納期限の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの

確定遅延損害金（合計６５５０万４８３６円）、②令和２年８月分から

令和４年１０月分までの管理費等相当損害金合計６０２７万４３４５円

及びこれについての原審口頭弁論終結日までの確定遅延損害金（合計１

６０万１７０５円）の合計２０億９５９１万６４０６円並びに上記①及

び②の元本合計２０億２８８０万９８６５円に対する令和４年１２月２

７日から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の連帯
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支払を求めるとともに、③令和４年１２月１日から本件賃貸借部分の明

渡済みまで賃料相当損害金（上記賃料の２倍相当額）として１か月当た

り７０３０万４８４０円の連帯支払を求めているところ、控訴人ホテル

開発は、本件賃貸借契約に基づく約定の損害賠償として上記賃料相当損

害金（上記①及び③）並びに管理費等相当損害金（上記②）の支払義務

を負うべきであるし、これらは、いずれも本件賃貸借契約に基づいて生

じたものであり、保証債務の範囲に含まれるから、被控訴人の控訴人ホ

テル開発及び同Ａに対する上記請求はいずれも理由がある。 

 なお、被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、不法行為に基づく損害

賠償も請求しているところ、後記イのとおり、本件賃貸借部分のうち、

本物件２の不法占有について、控訴人ホテル開発は、控訴人ＴＣＭ及び

同ホテルと共同して不法行為責任を負うものであるが、この場合、被控

訴人において認められる損害額は、上記金額を下回ることになるから、

選択的併合のうち、本件賃貸借契約に基づく請求について判断すること

とし、不法行為に基づく請求については判断しない。 

イ 控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対する請求 

 被控訴人は、本物件２のみ占有する控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対し、

本件賃貸借部分全部を占有する控訴人ホテル開発と連帯して、共同不法

行為に基づき、賃料相当損害金（上記賃料の２倍相当額）並びに管理費

等相当損害金の連帯支払を求めているが、前記６のとおり、控訴人ＴＣ

Ｍ及び同ホテルが、被控訴人に対し、控訴人ホテル開発と連帯して共同

不法行為責任を負うのは、本物件２を占有している部分に限られるし、

不法占有と相当因果関係にある損害の範囲については、本物件２に係る

賃料相当損害金（月額２５５６万８６５０円）及び管理費等相当損害金

にとどまるというべきであるから、被控訴人の上記請求は、①令和２年

８月分から令和４年１１月分までの賃料相当損害金（賃料月額２５５６
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万８６５０円）合計７億１５９２万２２００円及びこれについての各納

期限の翌日から原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの確

定遅延損害金（合計２３８２万２９６４円）、②令和２年８月分から令

和４年１０月分までの管理費等相当損害金合計６０２６万１１７８円及

びこれについての原審口頭弁論終結日までの確定遅延損害金（合計１６

０万１３２１円）の合計８億０１６０万７６６３円並びに上記①及び②

の元本合計７億７６１８万３３７８円に対する前記終結日の翌日（令和

４年１２月２７日）から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅

延損害金の連帯支払を求めるとともに、③令和４年１２月１日から本物

件２の明渡済みまで賃料相当損害金として１か月当たり２５５６万８６

５０円の連帯支払を求める限度で理由があるが、その余は理由がない。 

(4) 第１事件反訴請求 

 控訴人ホテル開発は、被控訴人に対し、本件エレベーターの走行音につ

いて、主位的に債務不履行責任に基づき、予備的に瑕疵担保責任又は不法

行為に基づき、７０００万円（一部請求）及びこれに対する遅延損害金の

支払を求めているが、前記３のとおり、被控訴人の債務不履行、瑕疵担保

責任又は不法行為に基づく損害賠償債務（本件損害賠償債務）はいずれも

認められないから、第１事件反訴請求は理由がない。 

(5) 本件各使用許可部分の明渡請求 

 被控訴人は、本件建物の所有権に基づき、控訴人ホテル開発に対しては

本物件３の明渡しを、控訴人ホテルに対しては本物件４の明渡しをそれぞ

れ求めているところ、前記４(2)のとおり、本件各使用許可は、本件各取消

処分によって適法に取り消されており、控訴人ホテル開発及び同ホテルの

占有権原の抗弁は認められないから、被控訴人の上記明渡請求はいずれも

理由がある。 

(6) 滞納使用料の請求 
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ア 控訴人ホテル開発に対する請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対して、本物件３の使用許可処分に

基づき、令和２年５月分から同年９月分までの滞納使用料合計２８３万

４７５０円及び上記各月分につき５６万５０００円に対する各納期限の

翌日から支払済みまで原判決別表の番号①から同⑤までの各期間ごとの

利率による遅延損害金の支払を求めているところ、上記期間の滞納使用

料の額は上記のとおりであると認められるから、被控訴人の上記請求は

理由がある。 

イ 控訴人ホテルに対する請求 

 被控訴人は、控訴人ホテルに対して、本物件４の使用許可処分に基づ

き、令和２年５月分から同年９月分までの滞納使用料合計３６６万２５

３０円及び上記各月分につき７３万円に対する各納期限の翌日から支払

済みまで原判決別表の番号①から同⑤までの各期間ごとの利率による遅

延損害金の支払を求めているところ、上記期間の滞納使用料の額は上記

のとおりであると認められるから、被控訴人の上記請求は理由がある。 

(7) 本物件３の使用料及び管理費等相当損害金の請求（ただし、令和５年４

月１日以降の使用料相当損害金の支払を求める部分を除く。） 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、本物件３について、不法行為に

基づき、①令和２年１０月分から令和４年１１月分までの使用料相当損害

金（合計１４９３万７３３８円）及びこれについての各納期限の翌日から

原審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損害金（合

計４５万９０４７円）、②令和２年１１月分から令和４年１０月分までの

管理費等相当損害金（合計２７万０２６５円）及びこれについての各納期

限の翌日から前記終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損害金

（合計７４８５円）の合計１５６７万４１３５円並びにうち上記①及び②

の元本合計１５２０万７６０３円に対する前記終結日の翌日（令和４年１



40 

 

２月２７日）から支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金

の支払を求めるとともに、③令和４年１２月１日から令和５年３月３１日

までの使用料相当損害金として１か月当たり５９万３５８８円の支払を

求めているところ、前記４(2)のとおり、本件各使用許可は、本件各取消処

分によって適法に取り消されており、本物件３の占有は不法なものである

といえるし、上記①使用料相当損害金、②管理費等相当損害金及び③令和

５年３月３１日までの使用料相当損害金の額はいずれも上記のとおりで

あると認められるから、被控訴人の上記請求はいずれも理由がある。 

(8) 本物件４の使用料相当損害金の請求（ただし、令和５年４月１日以降の

使用料相当損害金の支払を求める部分を除く。） 

 被控訴人は、控訴人ホテルに対し、本物件４について、不法行為に基づ

き、①令和２年１０月分から令和４年１１月分までの使用料相当損害金

（合計１９２９万４８７０円）及びこれについての各納期限の翌日から原

審口頭弁論終結日（令和４年１２月２６日）までの確定遅延損害金（合計

５９万２９６８円）の合計１９８８万７８３８円並びにうち上記元本１９

２９万４８７０円に対する前記終結日の翌日（令和４年１２月２７日）か

ら支払済みまで民法所定の年３％の割合による遅延損害金の支払を求め

るとともに、②令和４年１２月１日から令和５年３月３１日までの使用料

相当損害金として１か月当たり７６万６９１９円の支払を求めていると

ころ、前記４(2)のとおり、本件各使用許可は、本件各取消処分によって適

法に取り消されており、本物件４の占有は不法なものであるといえるし、

上記①使用料相当損害金及び②令和５年３月３１日までの使用料相当損

害金の額はいずれも上記のとおりであると認められるから、被控訴人の上

記請求はいずれも理由がある。 

(9) 本物件５の使用料に係る遅延損害金の請求 

 被控訴人は、控訴人ホテル開発に対し、本物件３の使用許可処分に基づ
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き、令和２年２月分及び同年３月分の使用料に対する各納期限の翌日から

各支払日までの遅延損害金合計１万３３００円の支払を求めているとこ

ろ、上記遅延損害金の額は上記のとおりであると認められるから、被控訴

人の上記請求は理由がある。」 

２ その他、控訴人らの当審における主張及び立証を勘案しても上記認定判断を

左右するに足りない。 

３ 以上によれば、当審における審判の対象である、第１事件に係る被控訴人の

控訴人ＴＣＭ及び同ホテルに対する賃料相当損害金等の請求は、控訴人ＴＣＭ

に対し、控訴人ホテル開発及び同ホテルと連帯して８億０１６０万７６６３円

及びうち７億７６１８万３３７８円に対する令和４年１２月２７日から支払済

みまで年３％の割合による遅延損害金並びに令和４年１２月１日から本物件２

の明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円の支払を求める限度で、控

訴人ホテルに対し、控訴人ホテル開発及び同ＴＣＭと連帯して８億０１６０万

７６６３円及びうち７億７６１８万３３７８円に対する令和４年１２月２７日

から支払済みまで年３％の割合による遅延損害金並びに令和４年１２月１日か

ら本物件２の明渡済みまで１か月当たり２５５６万８６５０円の支払を求める

限度でそれぞれ理由があるからこれを認容し、その余はいずれも理由がないか

らこれを棄却し、第１事件のその余の本訴請求及び第２事件の請求はいずれも

理由があるからこれを認容し、控訴人ホテル開発の第１事件の反訴請求はいず

れも理由がないからこれを棄却すべきである。 

 よって、これと一部結論を異にする原判決は相当でないから、控訴人ＴＣＭ

及び同ホテルの本件各控訴に基づき、原判決主文第１項(5)及び(6)中、控訴人

ＴＣＭ及び同ホテルに関する部分を本判決主文第１項(1)から(5)までのとおり

変更し、控訴人ＴＣＭ及び同ホテルのその余の本件各控訴並びに控訴人ホテル

開発及び同Ａの本件各控訴はいずれも理由がないからこれを棄却することとし、

主文のとおり判決する。 
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    大阪高等裁判所第１０民事部 

 

 

           裁判長裁判官   中 垣 内   健   治 

 

 

 

              裁判官   髙   橋   伸   幸 

 

 

 

              裁判官   鈴   木   紀   子 
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（別表１） 

賃料相当損害金 遅延損害金 遅延期間

令和２年 ８月分 25,568,650 1,544,626 R2.12.21 735 日 R2.12.22～R4.12.26

９月分 25,568,650 1,630,789 R2.11.10 776 日 R2.11.11～R4.12.26

10月分 25,568,650 1,586,657 R2.12.1 755 日 R2.12.2～R4.12.26

11月分 25,568,650 1,498,392 R3.1.12 713 日 R3.1.13～R4.12.26

12月分 25,568,650 1,424,839 R3.2.16 678 日 R3.2.17～R4.12.26

令和３年 １月分 25,568,650 1,380,707 R3.3.9 657 日 R3.3.10～R4.12.26

２月分 25,568,650 1,349,184 R3.3.24 642 日 R3.3.25～R4.12.26

３月分 25,568,650 1,275,630 R3.4.28 607 日 R3.4.29～R4.12.26

４月分 25,568,650 1,206,279 R3.5.31 574 日 R3.6.1～R4.12.26

５月分 25,568,650 1,160,046 R3.6.22 552 日 R3.6.23～R4.12.26

６月分 25,568,650 1,088,594 R3.7.26 518 日 R3.7.27～R4.12.26

７月分 25,568,650 1,029,751 R3.8.23 490 日 R3.8.24～R4.12.26

８月分 25,568,650 968,806 R3.9.21 461 日 R3.9.22～R4.12.26

９月分 25,568,650 897,354 R3.10.25 427 日 R3.10.26～R4.12.26

10月分 25,568,650 838,511 R3.11.22 399 日 R3.11.23～R4.12.26

11月分 25,568,650 760,754 R3.12.29 362 日 R3.12.30～R4.12.26

12月分 25,568,650 699,810 R4.1.27 333 日 R4.1.28～R4.12.26

令和４年 １月分 25,568,650 645,170 R4.2.22 307 日 R4.2.23～R4.12.26

２月分 25,568,650 573,718 R4.3.28 273 日 R4.3.29～R4.12.26

３月分 25,568,650 500,164 R4.5.2 238 日 R4.5.3～R4.12.26

４月分 25,568,650 395,088 R4.6.21 188 日 R4.6.22～R4.12.26

５月分 25,568,650 390,885 R4.6.23 186 日 R4.6.24～R4.12.26

６月分 25,568,650 323,636 R4.7.25 154 日 R4.7.26～R4.12.26

７月分 25,568,650 258,488 R4.8.25 123 日 R4.8.26～R4.12.26

８月分 25,568,650 199,645 R4.9.22 95 日 R4.9.23～R4.12.26

９月分 25,568,650 117,685 R4.10.31 56 日 R4.11.1～R4.12.26

10月分 25,568,650 67,249 R4.11.24 32 日 R4.11.25～R4.12.26

11月分 25,568,650 10,507 R4.12.21 5 日 R4.12.22～R4.12.26

715,922,200 23,822,964

年月

合計

遅延日数納期限
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（別表２）※「未請求分」とは、令和 3 年 3 月分から同年 9 月分までの未請求分である（甲 130 の 16）。 

管理費相当損害金 遅延損害金 遅延期間

令和２年 ８月分 1,678,844 107,078 R2.11.10 776 日 R2.11.11～R4.12.26

９月分 1,263,081 80,560 R2.11.10 776 日 R2.11.11～R4.12.26

10月分 1,189,251 73,016 R2.12.9 747 日 R2.12.10～R4.12.26

11月分 1,142,848 66,974 R3.1.12 713 日 R3.1.13～R4.12.26

12月分 1,439,667 80,226 R3.2.16 678 日 R3.2.17～R4.12.26

令和３年 １月分 1,729,486 91,260 R3.3.24 642 日 R3.3.25～R4.12.26

２月分 1,756,524 89,943 R3.4.12 623 日 R3.4.13～R4.12.26

３月分 1,976,719 97,319 R3.5.6 599 日 R3.5.7～R4.12.26

４月分 878,124 40,922 R3.6.7 567 日 R3.6.8～R4.12.26

５月分 892,656 39,839 R3.7.1 543 日 R3.7.2～R4.12.26

６月分 991,571 41,971 R3.7.29 515 日 R3.7.30～R4.12.26

７月分 1,045,470 41,245 R3.9.2 480 日 R3.9.3～R4.12.26

８月分 1,479,310 54,471 R3.10.4 448 日 R3.10.5～R4.12.26

９月分 1,085,263 37,374 R3.11.2 419 日 R3.11.3～R4.12.26

未請求分 3,938,117 117,172 R3.12.29 362 日 R3.12.30～R4.12.26

10月分 2,017,842 60,037 R3.12.29 362 日 R3.12.30～R4.12.26

11月分 1,923,157 55,165 R4.1.11 349 日 R4.1.12～R4.12.26

12月分 3,102,103 82,099 R4.2.7 322 日 R4.2.8～R4.12.26

令和４年 １月分 2,863,439 64,250 R4.3.28 273 日 R4.3.29～R4.12.26

２月分 2,420,755 50,935 R4.4.14 256 日 R4.4.15～R4.12.26

３月分 2,353,961 43,338 R4.5.16 224 日 R4.5.17～R4.12.26

４月分 2,749,456 42,710 R4.6.20 189 日 R4.6.21～R4.12.26

５月分 2,566,483 33,540 R4.7.20 159 日 R4.7.21～R4.12.26

６月分 2,788,058 32,081 R4.8.8 140 日 R4.8.9～R4.12.26

７月分 3,661,163 32,800 R4.9.8 109 日 R4.9.9～R4.12.26

８月分 4,554,501 28,075 R4.10.12 75 日 R4.10.13～R4.12.26

９月分 3,520,815 11,575 R4.11.16 40 日 R4.11.17～R4.12.26

10月分 3,252,514 5,346 R4.12.6 20 日 R4.12.7～R4.12.26

60,261,178 1,601,321

年月

合計

遅延日数納期限

 

管理費相当損害金
（甲142）

請求金額
（甲130）

未請求分
本物件１部分
（甲145）

本物件２部分
請求金額

① ② ①－② ③ ②－③

令和３年 ３月分 1,977,114 1,977,112 2 393 1,976,719

４月分 1,213,706 878,502 335,204 378 878,124

５月分 1,208,661 893,060 315,601 404 892,656

６月分 1,498,650 991,985 506,665 414 991,571

７月分 1,954,703 1,045,916 908,787 446 1,045,470

８月分 2,662,030 1,479,737 1,182,293 427 1,479,310

９月分 1,775,290 1,085,725 689,565 462 1,085,263

12,290,154 8,352,037 3,938,117 2,924 8,349,113合計

年月

 


